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調査時点での登録 382 施設のうち、E メールアドレスを登録している 338 施設 
調査実施期間：平成 25（2013）年 11～12 月 
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図 3 図書購入の予算 
 
都道府県では、50 万円以上が約 3 割、政令指定都市では 55%であるが、市区








































































5万円未満 5～10万円未満 10～20万円未満 20～30万円未満
30～50万円未満 30～50万円以上 無回答
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3 小規模センターの情報事業の課題と課題解決に向けた提案 









前述の通り、図書資料購入予算は、市区町では、約 4 割強が 5 万円未満である。
これだけの予算では、年間 1～2 誌の雑誌に、10 数冊の図書しか購入できないと
いうことである。女性関連施設データベースより図書の蔵書数を見ると、市区町
























































情報相談を行っているセンターは 3 割弱（70 施設）と予想以上に少ない結果で
あった。実施しているセンターに件数を尋ねたところ、年間 100 件未満が 4 割を


















































媒体で発行しているが、うち 6 割のセンターではその広報誌を PDF 形式などで
ホームページに掲載しており、限られた発行部数（5,000 部未満の発行がセンターの
5 割）を補う工夫をしている。発行頻度については、年 1 回が約 2 割、年 2 回が
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インターネットを用いた情報発信の試み 
約 9 割のセンターが HP での情報発信を行っているが、センター単独で HP を
























用もかからず手軽に発信できる SNS の導入を提案したい。例えば DV 被害者支
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